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⑥ 特定課題（第５小委員会）

行財政改革全般の課題ある「財政的課題」、「人件費」、「職員数」、「各種補助金事業」などを特定課

題として、事業間、組織間の横断的な評価を行うことを目的としています。

■これまでの評価の内容

以下に平成 19年 10 月までに行った特定課題評価の内容を報告します。

活動の経緯

団体名等 開催日時 会場
のべ出席者

委員 担当

社会福祉法人 中津川市社会福祉

協議会
H19.1.17 9:00 健康福祉会館 3-1 6 4

中津川市民病院・国保坂下病院・

各診療所
H19.2.16 9:00 市民病院 5階講義室 4 6

(財)付知振興公社 H19.5.16 13:30 裏木曽花街道内 9 7

総合事務所のあり方
H19.6.14 14:00 文化会館 1会議室 12 13

H19.6.27 10:00 川上総合事務所 3 3

(財)なかつがわふれあい公社 H19.6.29 9:00 サンライフ研修室 10 2

中津川市土地開発公社 H19.6.29 10:45 サンライフ研修室 10 4

山口特産開発(株） H19.6.29 13:30 山口公民館 10 7

(株)クアリゾート湯舟沢 H19.7.18 9：00 クアリゾート内 5 5

(株)クオリティ・ファーム中津川 H19.7.18 11:15 クアリゾート内 6 2

(株)ひるかわ企画 H19.7.18 14:00 紅岩山荘 2階会議室 4 5

(財)椛の湖ふれあい村 H19.9.13 9:00 きりら坂下会議室 12 4

(株)きりら坂下 H19.9.13 10:45 きりら坂下会議室 12 4

(株)阿木レイクサイド H19.9.13 13：50 中之島公園会議室 7 2

合 計 110 68

●全体をとおして

外郭団体については、外郭団体ごとで税理士も違えば、財務諸表のフォーマットも異なっています。

決算のあり方について統一する必要があります。

総合事務所については、職員数が 850 人よりさらに減少となる可能性もあるので、地区の産業構造

や人口動態などの特殊性を把握したうえで、全庁組織のシステムやあり方の議論とコンセンサスが必

要です。

１．社会福祉法人 中津川市社会福祉協議会

●現 状

社会福祉協議会の 17 年度決算報告では、市から出された補助金・委託金は 1 億 5,198 万円で

した。また会費収入は 2,748 万円、寄付金は 1,390 万円でした。収入を大まかに分解すると、介

護保険収入が 5億 2,993 万円で、他に事業収入と市の助成金と会費収入があり、経常収入合計が

12 億 4,129 万円でした。職員数は 18 年 12 月 1日現在で本所 41 名、支所 5箇所で 178 人合計 219

人です。その人件費が概ね 5 億円でした。主な事業としては介護保険事業者として運営していま

す。会費については、税金のように、一律口座引落としとして区費から落としています。
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●内 容（福祉事業における市と社協との仕事の分担）

市の予算を実際にどのように執行しているのか、明確にするべきです。社協の本来の姿は民営事業

者です。予算額、決算額が膨大な金額になっています。本来の事業は地域福祉事業であるのに介護保

険事業で経営しています。会費の受取り方についても、本来地域に出向いて事業説明をして会費を集

めるべきだが、税金の徴収のように、一律口座引落としで区費から寄付金として引き落としているこ

とは問題です。社協は民間事業者で、民間的感覚の中で事業展開をするべきです。事務局長が市の職

員であり、市が下請け業者としています。事業の目的をはっきりさせること、会計・決算を明確にす

ることです。

●見えてきた課題

・ 決算書（県社協指導とする）が複雑。分かりやすくしてください。

・ 委託料、補助金の使途を明確にしてください。

・ 会費の使途を明確にしてください。

・ 役員の位置づけについての考え方。

・ 事業の PRが必要。

・ 自立していく認識はあるのか。

・ 将来ビジョンについて考えているのか。

２．中津川市民病院・国保坂下病院・各診療所

●現 状

1. 産科の問題（里帰り出産規制）について

恵那産婦人科が 5 月以降廃業する旨の意向があり、年 400 件程度の取扱いがあったことか

ら、産科難民を出さない為の一手段として一部例外はあるものの、里帰り出産の規制を行い

ました。中津川市全体として産科基盤を築くため、医師派遣協力の体制協定と地域連携の体

制強化が図られています。

2. 医師の確保について

名古屋大学系列の病院ではあり、産科以外の医師確保は何とかなりそうな状況ではあるが、

医師の派遣業が発足する等の動きもあるので、それらも踏まえて今後検討が必要です。

3. 電子カルテについて

現在の厚生労働省の動向として、DPC（＊）指定病院＝急性期病院という考え方が強まっ

ています。また、包括医療を効率よく行っていく手段として電子カルテが必要であります。

その他にも 1 患者 1 カルテという作業効率を含めて、財政的に厳しい中での投資です。

●内 容

産科の問題（里帰り出産規制）の問題、医師の確保の問題、電子カルテについて協議を行った。市

民病院と坂下病院の考え方として、2 つの病院を 1つにする方法、それぞれの機能を活かしていく方

法、場所・機能をリニューアルする方法等が考えられるが、現実的な話では、機能を分けて行ってい

くことが良いと考える。経営については、病院だけの問題ではなく、開業医、県立多治見病院等、横

の連携も重要であるので、それらを踏まえた計画を策定するべきです。現在経営分析の詳細が分から

ない状況で、今後 DPC が進んでくることや帳簿が一緒になることを模索しながら、坂下病院と一緒に

して検討すべきです。

●見えてきた課題

中間施設の形成も含めて、保健・福祉・医療という役割分担を再構築することに重点を置くこ

とが必要です。短期的な計画と長期的な計画を分けて作成する必要があります。

* Diagnostic Procedure Combination の略。DRG（Diagnosis Related Group；診断群分類）に基づく，医療機関別包括評価による医療費の定額支

払い制度。
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３．中津川市土地開発公社

●現 状

平成 18 年度決算では，約 26億円の借金があるが，その内訳は，

① 国交省事業用地（国道 19号）代行取得費用 約 13億円

② 市道等公有用地代行取得分 約 4 億円

③ 公社事業取得用地（造成済） （売却可能地） 約 2 億円

④ 〃 （未造成地） 約 7 億円

である。このうち①②は，国交省及び市に計画的に買戻しを行ってもらっており、その間の利息も請

求できているので，公社経営に及ぼす影響はほとんどないといえる。残り③④の事業用地確保（維持

及び管理）に要する費用が，経営にマイナスを与えており，これの解消または是正が公社の大きな課

題といえます。現在のところ③については，地価にあわせた価格修正等を行い，毎年チラシを作成し，

順次販売を行っています。また，④については，塩漬け土地化しているところが多く，土地の整理（面

積修正，筆界確認等）が出来たところで売却可能なところから順次競売の実施等を行い，処分してい

るのが現状です。

●内 容

長期保有地を抱え、経営状況が問題になっている土地開発公社の財務内容が明らかになりましたが、

管理できないものは市に返還（市有地＝普通財産）すべきです。民間の手法を導入し効果的な土地の

分譲や企業誘致等を行い、関連各部署と連携を図ることにより保有土地について、処分方針に基づき

処分の促進を図る必要があります。

●見えてきた課題

塩漬け土地については、市の普通財産にし、市が管理すべきと考えます。

負債を清算していく必要があります。

４．外郭団体（9 団体）

《共通内容》

●現状

外郭団体ごとで税理士も違えば、財務諸表のフォーマットも異なっています。

資本金と建物資産、販売の仕入れなどの会計基準が統一されていません。

バランスシートでは市の資産と外郭団体の資産とが入り混じっており複雑です。

●見えてきた課題

・ 責任不在の経営の在り方に疑問。

・ 外郭団体の借金や赤字を引き受ける市の状況。（補助金や委託金の投入）

・ 「公」と「民」がもたれあう外郭団体の最も悪い面であり、責任分担を明らかにするべき。

・ 経営状況を的確に把握するため、市が監督、指導する際の簡易チェック表を作成するべき。

・ 経営状況を客観的に把握できるよう、全ての団体が共通して使える貸借対照表や経常利益、

キャッシュフローなどが必要。

《個別内容》

（１）財団法人付知振興公社

５年先の姿を考えたとき現状で経営が成り立つのかが問題です。合併前の市町村が投資したこと

の実態を把握し、土地を含めた資産を出して公平に比較するべきです。テナント料や契約の基準、

坪単価・面積について外郭団体全体ではどうなっているかを把握しておく必要があります。

また、販売している特産品リストの一覧を作成し商工会や JA とも連携していくことです。
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ヒアリングの中で、おんぽいの湯にレストラン・食堂を併設したい話がありましたが、道の駅か

ら弁当を仕入れていくぐらいが良いと思います。

（２）山口特産開発株式会社

経営改善は、抜本的対策を見つけないと出来ません。しかしキャッシュフローもあり、経営的に

は文句ありません。現状ではモデルになると思われます。

但し現管理者、社員に対し「1円で資産譲渡するから一切を民間経営しないか？」の問いには「ノ

ー」の答え。このことの意味は慎重に考える必要があると思います。

また、昼食として定食を頂きましたが、各委員から「まずい、高い」という意見がありました。

（３）株式会社クアリゾート湯舟沢

契約の中で修理費は市が負担することから、将来、市の負担が増えていくと予想されます。本市

に 4 か所ある中津川の温泉のあり方も担当部署で十分考えていく必要があり、経営状態の問題につ

いても株主に説明していくべきです。営業活動や経営方針、サービスについては経営戦略会議に期

待します。

但し、決算書の償却費の減額、社員のパート化で利益を一時的に出しただけでは結局「目先の問

題」の解決に過ぎず、誰のための決算かを疑問に思います。また、パート化による従業員の接客態

度の低下が見られ現場主義にたった戦略会議の再構築を望みます。

（４）株式会社クオリティ・ファーム中津川

建物設立年や減価償却などをしっかり行い、価値を把握しておく必要があります。売上と受託管

理を分けるべきです。儲けになる経営改善が必要です。

（５）株式会社ひるかわ企画

施設は市の所有で、地代は市を通じて地主に払っているわけですが、市の外郭団体に対する考え

方を明確にするべきです。但し、経営努力を懸命にしている姿は十分伝わってきました。施設の老

朽化による修繕費増、トイレの水洗化など客サービス向上の方策も利益が出ないため苦慮している

点も財政支援の 1 ヒントと考えました。

（６）財団法人椛の湖ふれあい村

資本金＝運転資金です。資本金は会社を運営していくための資本となるお金ですから、ここから

経費を支払うことには何の問題もないと考えます。高い利子を払って借り入れていることは問題で

す。市が金を出している外郭団体については、借入をしている場合、どのように処理されているの

かを調査すべきです。同じ施設でも管理料が委託料や補助金の交付による等、様々であるのが見え

てきました。全体に市の構想がありません。問題が起こるとその都度対策を出すことになっていま

す。総合事務所長も担当者もムダな業務です。経費科目や会計士、監査の統一をするべきと改めて

思いました。

（７）株式会社きりら坂下

経営統合して収益を上げるべきです。互いに補填しあったほうがいいのではないか。また、社長

が副市長でマイナスを出す社長でいいのか。外郭団体は、公と民間の混合企業です。はじめから公

の方も大きく関わっていかないと駄目です。自立できるものにしていくには極めて重要なことです。

当初の目的である地域の活性化は果たせたか検証するべきです。こうした評価を行い、市は積極的

に指導関与することが大切です。但し、民間人が経営にあたっていることで改善努力は他の外郭団

体と違い大いに見習う点がありました。また、1,000 円の定食も他とは群を抜き美味しかった、と

メンバーは誉めていました。

（８）株式会社阿木レイクサイド

施設としては平成 6年に設立され古いが、管理者 1人で施設を切り盛りしている現状では、経営

に無理がある。経営の規模を縮小して、償却を無くすことではないか。当初から地域主導で運営し

ています。外郭団体に市の考え方を入れていくべきです。当初の整備計画の市のスタンスを見直す

必要があります。市の全体を見て外郭団体の見直しをするべきです。

（９）財団法人なかつがわふれあい公社

管理している施設の老朽化により管理費が増しています。公益法人は、儲けてはいけない制度で
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あり基本は収支ゼロの考え方ですが、決算額の前年度比較の分析は明確にすべきです。業務改善で

は職員の給料支払い等の事務は、効率性を考えると役所が行えば良いと判断します。経営に関わる

数値の基本的な捉え方や管理の方法など改善が必要です。指定管理制度の考え方や随意契約の理由

について市は考え直す必要があります。

５．総合事務所のあり方

●現 状

合併協定書に基づき将来は本庁方式（コミセン方式）に移行することが予想されます。また市の職

員は 10 年後に 850 人体制になる計画でしたが、前倒しで平成 22年度末に 850 人となる見込みです。

●内 容

行政のスリム化のために総合事務所とコミセンのバランスを考えます。市民に不安を持たせないた

めに、支所機能の平準化や各地域の特性を活かした組織の編成、拠点化（コミセン＋ライフライン担

当＋拠点業務）などを検討すべきです。

また、行政エリアの再編についても検討が必要であり、各地域がこれまで培ってきた歴史などに十

分配慮しつつ、住民生活に急激な変化を来たすことのないよう、住民のコンセンサスを得ながら段階

的に進めていくことが大切です。機能として重要なことは、市役所の出先機関だけであってはならな

い。住民の要望をどう処理するか、地域の住民と一緒になってまちづくりが出来るよう強化していく

ことです。また、地区ごとのビジョンを立てることです。そして本庁と出先機関の役割を明確にし、

それぞれ責任を持たせるべきです。

●見えてきた課題

１） 支所機能の役割

・ 機能として重要なことは、市役所の出先機関だけであってはならない。住民の要望をどう

処理するか、地域の住民と一緒になってまちづくりが出来るよう強化していくことです。

また、地区ごとのビジョンを立てることです。

・ コミセンと総合事務所の機能を考えていく中で、窓口・企画・基盤・産業・保健業務の平

準化が必要です。“市役所業務のシステム”は、光ファイバー網を利用して形成していく

ことが大切です。

・ 本庁も含めた、組織のスリム化が必要です。

・ コミセン・総合事務所には、公平に予算と権限を与え、それぞれ責任を持たせるべきです。

２） 地域特性と体制

・ それぞれの地域が持つ歴史や文化・産業などの特徴をつかみ、地域の特性を活かした行政

サービス（特にライフライン）を提供できる担当の配置が必要です。また、支所に予算を

持たせるとともに、企画力が必要です。

６．座長所感

誰の言葉であったか忘れましたが、「人生は働くことである。」また｢挫折は力なり｣と記憶していま

す。この事は、自らに課した科白（せりふ）と解釈しています。

人は他人に対して、“よく見られたい、見せたい”と月並みの感情を持っています。

大事なことは“見かけではなくスッピンの自分”です。特定課題をとりあえず終えて、特に外郭団

体の決算書をみてつくづく思いました。『決算書はその団体・会社の今を写す鏡です。』スッピンの自

分を見て“薄化粧をするか、厚化粧するか”は誰にその決算書を見せるかで決まります。

そこには、したたかな下心が見え隠れするのです。民間は営利会社ですから、その対象が親会社で

あったり、銀行であったり、機械設備会社であったり、はたまた税務署であったり、言葉を変えれば、

『節税であったり、借入であったり、受注であったり』が全てです。

本市の外郭団体、土地開発公社にはそのしたたかさはありません。何故なら、『親方、日の丸』そ
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のもので、足らず米をねだる雛の姿です。経営責任者は市長、副市長にはなっていますが、公務との

兼任では、残念ながら“二足の草鞋”で『現場主義の経営』は出来ないと思います。

●外郭団体の課題

また、外郭団体会社・団体の主体（独立採算）がなく今のままでは、先の問題（新規設備投資・修

繕費等）に対して解決出来ない危険性をはらんでいます。

ただ、市民病院などの会計は上下水道・市道確保と同様に『市民の生命を護る』ライフラインであ

り正に、公共事業であり、他に変わるものはない。これら“社会的責任”を果たしている事業には繰

出金など税の投入は拒まない。蛇足ながら、新規事業『光ケーブル全市敷設』は新たなライフライン

として特例債の期間内に完了させるべき重要な事業と考えています。

そこで、中間報告に於ける提案として短期的処置として次の課題を上げたいと思います。

① 市がこれら外郭団体会社・団体に対し評価部署の設置をする。

② 業務として設立当初の目的である“地域の活性化は図られたか？”を検証しそのあり方（存

在理由）をたてる。

③ 決算書・試算表のフォーマットの統一化。

④ 資産管理台帳の作成。（市道は除く）

⑤ 借地台帳の作成。

⑥ 借入金台帳の作成。

⑦ その他

以上の項目を基礎資料として経営の共通認識を持ち次の処方箋をひくことを求めたいと思ってい

ます。

これまでの勉強会から市内の観光施設の運営管理が外郭団体や委託又は補助金等様々であるのが

見えてきました。今後、個別事業評価として特定課題の団体以外（例えば森林組合など）の管理委託

や補助及び負担金の調査が必要であると考えています。

●外郭団体比較表

最後に、大雑把にここで、利用者に親しみがある観光を主体とした８団体の決算合計を資料として

表―１【外郭団体比較表】を提示しましたので参考としてください。

① ８団体の総資本金 243,000 千円。うち市の出資金 170,600 千円（出資比率 70.2%）

② ８団体の社員 71 名（男 40 名、女 31 名）、パート 103 名（男 11 名、女 92 名）、その他 37

名（男 14名、女 23名）合計 211 名が外郭団体に従事しています。

人件費は 501,912 千円。

③ ８団体の総売上は 1,469,791 千円

④ ８団体総売上原価は 636,722 千円

⑤ ８団体売上純利益は 833,069 千円

⑥ ８団体当期利益は 28,709 千円

⑦ ８団体の市からの委託金収入は 35,469 千円となります。

利益が出ている様に見えますが、そもそも上記に市の委託金収入がある事と、固定資産（土地・建

物・什器備品等）に対して本来賃借料などとして計上されるべき経費が計上されていないだけで、８

団体の実態は正に「赤字会社」そのものです。従って、改めて短期的視野において資産台帳を含め内

部評価を行う部署の必要性を訴えたいと考えました。



表－１【外部団体比較表】

＊利用者に親しみのある観光を主体とした8団体を表示しております。

付知町8581番地1 山口3373-123番地

社員 0 3

③

41,000千円

出資比率： 100.0% 出資比率：

市資本金：

④

市資本金： 6,000千円

神坂280番地

施

設

概

要

① ②

■所在地

⑤ ⑥

落合1356番地の70 蛭川5359番地2 坂下450番地2

資本金 ： 11,000千円 資本金 ：

⑦ ⑧

財団・株式会社計
（財）付知町振興公社

【第17期】
（株）山口特産開発

【第15期】
（株）ｸｱﾘｿﾞｰﾄ湯船沢

【第13期】
（株）ｸｵﾘﾃｨ・ﾌｧｰﾑ中津川

【第12期】
（株）ひるかわ企画

【第13期】
（株）きりら坂下

【第10期】
（財）椛の湖ふれあい村

【第13期】
（株）阿木ﾚｸｻｲﾄﾞ

【第13期】

H18/2/1～H19/1/31 H18/2/1～H19/1/31 H17/10/1～H18/9/30 H17/6/1～H18/5/31 H17/10/1～H18/9/30 H18/4/1～H19/3/31 H18/4/1～H19/3/31 H18/1/1～H19/12/31

上野589-17 阿木2897番地の1 ---

■代表者氏名 副市長 副市長 市長 副市長 副市長 副市長 副市長 副市長 ---

■設立年月日 平成2年10月9日 平成4年7月2日 平成6年2月10日 平成7年3月22日 平成5年11月30日 平成9年10月28日 平成7年2月16日 平成6年3月15日 ---

■資本金（出資比率）

資本金 ： 10,000千円 資本金 ： 41,000千円 資本金 ： 81,000千円 10,000千円 資本金 ：10,000千円 資本金 ： 50,000千円 資本金 ：

市資本金：

30,000千円 資本金 ：

45,100千円 市資本金： 30,000千円 市資本金：

243,000千円

市資本金： 10,000千円 市資本金： 24,000千円 市資本金： 5,000千円 市資本金： 170,600千円9,500千円

58.5% 出資比率： 50.6% 出資比率： 100.0% 出資比率：54.5%出資比率： 50.0% 出資比率：95.0% 出資比率： 90.2% 出資比率： 70.2%

■事業内容

□裏木曽花街道ｾﾝﾀｰ、付知
峡倉屋おんせんおんぽいの
湯、倉屋温泉ｽﾀﾝﾄﾞの管理運
営及び道の駅「花街道」の
受託管理及び運営

□ﾄﾞﾗｲﾌﾞｲﾝ・菓子製造（道
の駅「賤母」、木曽ごへ～
本舗、おふくろ工房）

□中津川市健康温泉館の管
理運営及び旅館経営

□公共団体が建設する施設
の管理運営業務の受託
□肉類（羊、豚、牛等）、
羊毛の加工販売
□堆厩肥処理有機質肥料の
生産販売 他

□旅館、食堂、喫茶店の経
営

□生産物直売・食材供給施
設における野菜の産直、地
域特産物の供給、そば打ち
や大工の体験学習、農産加
工、ｲﾍﾞﾝﾄ、緑地等利用施設
による都市住民との交流等

□椛の湖ふれあい村の管理
運営、その他観光事業等

□ﾊﾟﾀｰｺﾞﾙﾌ場及びﾊﾞｰﾍﾞｷｭｰ
場の運営
□中之島公園施設（ｺﾃｰｼﾞ、
ﾎｰﾙ）の管理運営
□そば製粉・販売

---

男 女 計 男 女 計 男 女 計男 女 計 男 女 計男 女 計 女 計男 女 計

3 社員 3 5

男男 女 計

41 社員 1 28 社員 22 19 5 社員 2 13 社員 4 1 40 313 社員 5

1 17 18 ﾊﾟｰﾄ

5 社員3 社員 3

2 27 29 ﾊﾟｰﾄ

71

ﾊﾟｰﾄ 2 17 19 ﾊﾟｰﾄ 3 12 15 ﾊﾟｰﾄ2 3 5 ﾊﾟｰﾄ 2 ﾊﾟｰﾄ10 10 ﾊﾟｰﾄ 103

他 11 8 19 他 2 3

5

5 他 0 0

11 925 ﾊﾟｰﾄ1 1

1 他 0 00 他 1 0 12 他0 他 12 0 他 14 230 他 37

計 13 28 41 計 6 25 31 計 4 5 9 計24 46 70 計 2 23 25 計7 13 20 計 5 5 10 計4 1 5 計

944,849,099

65 146 211

貸

借

対

照

表

■資産の部（合計） 63,348,857 69,741,966 680,527,150 24,351,426

[繰延資産] 0 0

33,319,953 35,961,590 14,666,24822,931,909

135,825,788 20,313,748 15,599,706 17,334,947[流動資産] 60,923,025 39,589,743

無形固定資産 74,984

7,182,235有形固定資産

34,787,074 13,210,772 337,584,803

[固定資産] 2,425,832 30,152,223 544,701,362 4,037,678 7,332,203 10,852,189

2,350,848 29,750,887 532,566,837 4,037,678

371,936

10,802,189 1,051,628 1,455,476 589,197,778

1,174,516 1,455,476 602,131,479

11,793,301

投資その他の資産 0 29,400 1,051,000 0 0

11,083,525 0 149,968

0 0 0 5,132,817

112,888 00

0 0 5,132,817

50,000 10,000 0 1,140,400

13,787,928 11,662,088 18,510,666 31,251,408■負債の部（合計） 15,694,505 7,478,641 635,292,750 8,130,794 741,808,780

[流動負債] 15,276,905 7,478,641 44,282,060 13,487,928 11,662,088 7,792,666 31,251,408 8,130,794 139,362,490

[固定負債] 417,600 0 591,010,690 300,000 0 10,718,000

10,000,000

0 0 602,446,290

50,000,000 30,000,000 10,000,000 243,000,000

■資本の部（合計） 47,654,352 62,263,325 45,234,400 10,563,498 11,269,821

[資本金] 10,000,000 41,000,000 81,000,000 11,000,000

[剰余金] 37,654,352 34,263,325 ▲ 35,765,600

4,710,182 6,535,454 203,040,31914,809,287

▲ 436,502 1,269,821 ▲ 35,190,713 ▲ 25,289,818 ▲ 3,464,546 ▲ 26,959,681

[自己株式] 0 ▲ 13,000,000 0 0 0 0 0 0 ▲ 13,000,000

■資本負債合計 63,348,857 69,741,966 680,527,150 24,351,426 22,931,909 33,319,953 35,961,590

101,861,878

14,666,248 944,849,099

損

益

計

算

書

■営業損益の部

[売上高] 201,789,587 212,997,602 729,556,122 53,559,281

20,825,140 33,344,087

109,850,299 41,114,304 19,062,887 1,469,791,960

82,670,400 5,626,151[売上原価] 76,918,592 110,267,969 305,148,399 1,922,186 636,722,924

期首棚卸高 2,971,375 5,016,985 14,244,193 15,001,798 1,642,667 5,137,233 4,199,531 217,688 48,431,470

仕入高 77,105,187 109,431,856 305,012,284 18,448,607 33,890,002 82,245,158 5,410,225 1,948,605 633,491,924

合計 80,076,562 114,448,841 319,256,477 33,450,405 35,532,669 87,382,391 9,609,756 2,166,293 681,923,394

期末棚卸高 ▲ 3,157,970 ▲ 4,180,872 ▲ 14,108,078 ▲ 12,625,265 ▲ 2,188,582 ▲ 4,711,991 ▲ 3,983,605 ▲ 244,107 ▲ 45,200,470

[売上純利益] 124,870,995 102,729,633 424,407,723 32,734,141 68,517,791 27,179,899 35,488,153 17,140,701 833,069,036

[販売費及び一般管理費] 119,133,990 103,932,651 401,512,120 31,984,011 71,927,209 26,948,925 37,274,219 16,530,316 809,243,441

[営業利益] 5,737,005 ▲ 1,203,018 22,895,603 750,130 ▲ 3,409,418 230,974

3,592,914

▲ 1,786,066 610,385 23,825,595

■営業外損益の部 0 0 0 0 0

[営業外収益] 13,316,076 719,247 10,641,766 300,766

50,033

1,782,445 2,552 339,662 30,695,428

0 0 00

93,520 3,003,201 0[営業外費用] 63,000 30,000 17,289,563 70,772 20,600,089

■経常利益 18,990,081 ▲ 513,771 16,247,806 1,000,863 89,976 ▲ 989,782 ▲ 1,783,514 879,275 33,920,934

■特別損益の部 0 0 0 0 0 0 0 0 0

[特別利益] 0 412,796 775,115 0 0 0 0 0 1,187,911

[特別損失] 0 0 0 0 0 0 0 0 0

■税引前当期利益 18,990,081 ▲ 100,975 17,022,921 1,000,863 89,976 ▲ 989,782 ▲ 1,783,514 879,275 35,108,845

■法人税等充当額 4,971,300 179,298 200,000 548,300 71,200 178,783 180,000 70,000 6,398,881

■当期利益 14,018,781 ▲ 280,273 16,822,921 452,563 18,776 ▲ 1,168,565 ▲ 1,963,514 809,275 28,709,964

■前期繰越利益 21,635,571 34,461,598 ▲ 52,588,521 ▲ 889,065 ▲ 34,022,148 ▲ 23,326,304 ▲ 4,273,821 ▲ 57,851,645

■当期未処分利益 35,654,352 34,181,325 ▲ 35,765,600 ▲ 436,502

11,337,000

1,151,045

0 6,190,476■中津川市からの委託収入等 0 0 4,544,000 7,640,000 5,758,000 35,469,476

1,169,821 ▲ 35,190,713 ▲ 25,289,818 ▲ 3,464,546 ▲ 29,141,681

-
1
2
1

-
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山口地区

蛭川地区

福岡地区

付知地区

加子母地区

坂下地区

川上地区

神坂地区
落合地区

苗木地区

中津地区

坂本地区

阿木地区

付知総合事務所

蛭川総合事務所

加子母総合事務所

川上総合事務所

（株）きりら坂下

山口総合事務所

神坂コミュニティセンター

落合コミュニティセンター

阿木コミュニティセンター

坂本コミュニティセンター

苗木コミュニティセンター

（社）中津川市社会福祉協議会

㈱クアリゾート湯舟沢

坂下総合事務所

中津川市役所

福岡総合事務所

（財）付知振興公社

中津川市民病院

（財）椛の湖ふれあい村

川上診療所

（株）クオリティ・ファーム中津川

（株）阿木レイクサイド

山口特産開発（株）

（株）ひるかわ企画

（財）なかつがわふれあい公社

中津川市土地開発公社

【参考】 特定課題評価対象団体位置図

加子母歯科診療所

国保坂下病院

蛭川診療所
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